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１．はじめに 
 
 平成21年（2011年）から小学校５、６年で外国語活動（英語活動）の指導が必修化された。授
業実施に際し、指導者の問題、研修の回数不足の問題などの重要な問題がある中で、筆者は教員
が参加できる常設の研修講座の開講とその充実を目指すことを提案した（黒澤、2012）。しかし、
その後の動向を見る限り、大きな改善や変化は見られないのが現状である。一方、文部科学省
（以下、文科省）では、外国語活動の小４以下の低学年から英語を必修にする検討を始め（日本
経済新聞ＷＥＢ刊、2012年）、政府の教育再生実行会議は、外国語活動の正式教科化への積極的な
議論を始めている（中日新聞、2013）。 
 このような状況の下、教員が希望すれば自由に参加できる常設の研修講座が開講されないとな
ると、次の可能性として、教員免許状更新講習における講座に注目したい。教員免許更新制は、
平成19年（2007年）６月の改正教育職員免許法の成立により、平成21年（2009年）４月１日から
導入された（文部科学省、n. d. a）。この更新制は教員として教壇に立つ場合、文科省が定めた
最初の教員免許状修了期限から10年ごと行われる。この講習は現役の教員が必ず受講することが
義務化されているため、小学校外国語活動を担当している、あるいは今後担当するであろう教員
は当然受講することになる。対象となった教員は、受講希望科目を全国で開かれる大学や指定の
教員養成機関から受講科目を選択することができる。免許状更新講習の必要受講時間数は30時間
以上である。30時間の内訳は、選択領域、つまり教員自身の専門教科に関する講座を12時間（１
コマ90分×12回）、教職に関する科目（教科指導、生徒指導など、18時間以上）で、免許状修了
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確認期限前の２年間の間に講座を受講し、単位を取得しなくてはならない。 
 本稿では、現在行われている教員免許状更新講習における受講時間数と一般公開されている講
習のカリキュラムを概観する。そして、筆者が以前参考にした海外における教員研修講座の時間
数とカリキュラムを提示する。具体的には、教員の自己開発（professional development）のため
に講座、研修が常時開設されているカナダ、ブリティッシュ・コロンビア州の大学における教員
研修講座のカリキュラムについて述べ、日本における充実した研修の必要性を述べたい。さらに、
担任の先生が主導となり外国語活動の授業を行うことが可能になるよう校内研修を充実させるこ
とを提案したい。 
 
２．教員研修の状況と実施体制 
 
 まず、一般的に行われている教員研修についての実態を見ていきたい。平成24年（2012年）12
月公益財団法人、日本英語検定協会が全国の小学校（国公私立）から抽出した5,207校を対象に、
小学校の外国語活動及び英語活動に関する現状調査を行った（日本英語検定協会、2013）。その
うち回答があった1,309校の中から、本稿の内容と関係する４項目：１）今年度の外国語活動及
び英語活動に関する研修会や研究発表会への参加（実施）について、２）特に必要と思う研修内
容について、３）５・６年生の外国語活動を実施するにあたっての環境の整備について、４）現
在外国語活動において問題や課題であると感じることについて、の結果を見ていきたい。 
 まず、１項目めの質問、「外国語活動及び英語活動に関する研修会や研究発表会への参加（実
施）」をしているか。また、2013年３月までに参加（実施）する予定があるか、の設問に対する
回答では、「市区町村の教育委員会の研修会に参加（予定）」が53％で一番多いが、前年に行われ
た同内容のアンケート結果（日本英語検定協会、2012）と比較すると12.3％低くなった。次に、
「他校の研究発表会に参加（予定）」が35％、「校内研修に参加（予定）」が25.4％だった。この
「校内研修に参加（予定）」の回答は昨年では42.8％だった。さらに一昨年、つまり外国語活動
が必修化される前年は、校内研修に参加が67.8％をはじめ、「市区町村の教育委員会の研修に参
加」が61.9％、「都道府県の教育委員会の研修に参加が47.8％（日本英語検定協会、2011）と、
いずれも高い割合で研修に参加していた。つまり、外国語活動が導入されるまでは各学校におけ
る準備が熱心に行われ、また関心も高かったことが想像できるが、それから２年後、校内研修に
参加（予定）の機会は減少傾向になり、半分以下になっていることがわかる（日本英語検定協会、
2013）。 
 次に、２項目めの質問、「特に必要と思う研修内容について」の回答では、「指導法に関するこ
と」が54.8％、「教員自身の英語力向上に関すること」が31.4％、「ＡＬＴ（Assistant Language 
Teacher：外国語指導助手）やＪＴＥ（日本人英語教諭、ボランティアを含む）等との連携に関す
ること」が29.6％だった。次に３項目めの質問、「５・６年生の外国語活動を実施するにあたっ
ての環境の整備について」、「十分に整っている」、「ある程度整っている」の回答の合計が40％以
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上50％未満の項目の中で本稿に関係する回答は、「年間指導計画を作成できる教員」が47％、「学
校外での研修会・勉強会参加の仕組みやサポート体制」が44％、「教師が研修に参加する費用」
が43.7％であった。つまり、50％以上の割合で、環境の整備が整っていないことになる。次に、
「十分に整っている」、「ある程度整っている」の合計が30％以上40％未満の項目の中から回答結
果を見ると、「外国語活動の指導法について相談できる人」38.7％、「校内研修を企画・運営でき
る教員」35.7％、「英語の文法・表現・発音等について相談できる人」35.4％だった。さらに、
一番割合が低い、「十分に整っている」、「ある程度整っている」の合計が30％未満の項目の回答
結果は、「校内研究会・研修会の実施体制」27.8％であった。つまり、研修の指導や企画をする
教員あるいは人材が十分おらず（日本英語検定協会、2013）、70％以上の割合で、研究会や研修
会の実施体制が整っていないことになる。ちなみに、前年に行われた同内容のアンケート結果
37％（日本英語検定協会、2012）と比較すると9.2％低くなっており、研究会や研修体制の実施
体制が悪化したと言える。外国語活動が必修になっている現在でも、重要と思われる指導者の研
修体制が整っていない状態のまま授業は実施している小学校が多いという事実が見えてくる。 
 最後に、４項目めの質問、「現在外国語活動において問題や課題であると感じることについて｣ 
の回答において、割合の高い順から、「ＡＬＴとの連携および打ち合わせ時間」が60.1％、「教員
（ＨＲＴ、等）の指導力・技術」が54.1％、「指導内容・方法」が53.2％だった。ちなみに、教員
研修（質、回数、等）は34.2％の第６位であった。以上の回答結果を見ると、ＡＬＴと十分な打
ち合わせ時間を持たないまま、授業が進行していることがわかる。別の見方をすれば、指導者の
研修などがなくても、ＡＬＴの助けにより毎週の外国語活動が済む状態なのかもしれない。参考
の資料として、前述のアンケートの第３項目め、５・６年生の外国語活動を実施するにあたって
の環境の整備について、「十分に整っている」、「ある程度整っている」の回答の合計が70％以上
の項目は、唯一「ＡＬＴの小学校訪問頻度（人件費を含む）」が77.1％だけであった。先ほどの、
７割以上の割合で、研究会や研修会の実施体制が整っていないまま授業が成り立っているのは、
ＡＬＴの小学校訪問頻度によって助けられていることを裏付けている。しかし、今後の外国語活
動が低学年に引き下げられる可能性があること、正式教科になる可能性を考えるならば、いつま
でも校外の人材に頼ってばかりいくわけにはいかないだろう。教員が適切な研修を受け、教員主
導で外国語活動の授業を行うことができるなら、学校における問題点と課題の上位３項目は一気
に解決されるのではないだろうか。授業に大きく影響する「指導内容・方法」、「教員の指導力・
技術」を高めるために研修は早急に整備されなくてはならない事案であることは明白である。 
 教員が校内の研究会・研修会への参加の機会が限られていたり、また、他校の研修会や市区町
村の教育委員会の研修会に参加不可能な場合、次の可能性として、教員免許更新講習における外
国語活動の講座を受講することを考えてみたい。この講習は必ず10年ごとに受講することが義務
になっているため、ふだん研修会などに参加できない教員も研修の機会として選択する可能性は
大いにあるだろう。 
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３．教員免許状更新講習における小学校外国語活動関係の講座 
 
 まずは、教員免許更新制度における研修ではどれくらいの小学校外国語活動に関連する講座数
が開かれているのかを見ていきたい。教員免許状更新講習は文科省が認定する全国の大学や教育
委員会など484校で行われている（文部科学省、2013）。そのうち選択領域にあたる講習は7,304
開講されている。そのうち中部圏における小学校外国語活動関係の講習は、22の講座が開講され
た。 
 では、次に実際の講座のカリキュラムを見ていきたい。一講座は大半が６時間で構成されてお
り、一日の受講で完結するようになっている。例えばＡ大学では、一講座規定の６時間の授業を
行った。その内容は、言語習得、教師の役割などについての講義が60分、英語のミニ指導法、絵
本などを使用し授業を行う指導法など、実践的な内容の講習に３時間50分、受講者による発表と
その評価に１時間10分、という内容であった。一つの講座に何人の受講者がいるのかはわからな
いが、受講者による発表が、マイクロ・ティーチングの形式を取る場合、一人約20分は最低必要
だろう。上記の時間数では、授業の導入部分をやるだけで時間がきてしまう、あるいは、授業の
核心部分の発表を少し行う程度の内容と推測できる。合計６時間の授業では外国語を指導するた
めの十分な内容を網羅することは不可能であることは明白である。 
 もう一つの例を挙げると、Ｂ大学では、一講座に例外的な12時間を充て、小学校外国語活動の
指導法の講座が実施された。外国語活動の概要、教材研究などに６時間、具体的な教案の作成、
指導法、マイクロ・ティーチングに６時間を充てている。Ａ大学と比較すると、時間数が倍にな
っているため、時間に余裕を持った、より深い内容になっていると推測できる。実際に行われた
講座のカリキュラムは多くは公開されていないため、制限がある上での論になることは否めない
が、大半の講座が６時間であることを考えると、外国語を教えるための準備としては、物理的に
時間が少ないと言えるだろう。しかも、教員免許状更新講習の受講機会は10年に一度の割合でし
かない。どれだけの時間が講習に費やされれば十分なのかは、学校の研修体制や教員により違い
はあるだろう。しかし、前記のアンケート結果にあったように、小学校が学校における問題点や
課題として上位で挙げている「指導内容・方法」や「指導者（担当教員）の質・技術」に関する
内容を改善するための十分な時間が充てられているとは言えないだろう。 
 
４．ブリティッシュ・コロンビア州の大学における教員研修講座 
 
 カナダでは、英語とフランス語の二か国語が公用語であるが、ケベック州とニュー・ブラウン
ズ州のフランス語圏の州以外では、フランス語は事実上第一外国語と言える。例えば、ブリティ
ッシュ・コロンビア州（British Columbia，以下、ＢＣ州）では、公共の交通機関や役所内などで
は英語と共にフランス語の表記があるが、アングロフォン（Anglophone）である人々は日常英語
を使用して生活し、フランス語を使用することは皆無である。このような環境で、ＢＣ州では、
 155 
フランス語は外国語として、公立の学校では第５学年から必修科目になっている。しかし、必修
科目にも関わらず、教える側、つまり教師のフランス語の指導力が十分ではないことに問題があ
ることも事実である（Carr，2007）。このような状態を改善するために、政府は州をあげて、教
員の自己開発（professional development、日本の教員研修に相当する）を支援している。ＢＣ州の
外国語（この場合フランス語）を指導するための指導力を養うために、教員たちは勤務先の学校
の理解を得、自己開発のための常設されている複数の研修講座に参加することができ、その上講
座受講のための助成金を申請できる恵まれた状況にある。教育学部がある大学では、現職の教員
にも自己開発の門戸を開いているため、教員は任意で大学で行われている授業や夏期研修に参加
することができ、州からの助成金を受けることができる。 
 では、実際に行われたＣ大学における研修講座の内容をみていきたい。この大学を例にとった
理由は、ＢＣ州において最大の学生数を保有していること、教育学部の内容には定評があり、現
役の教員に対して常設の講座が開講されているためである。また教育学部に手続きをすれば、現
職の教員は授業を聴講できるシステムになっているからである。ＢＣ州の大学は２学期制で、１
学期13週で構成されている。例として挙げるＣ大学における現職の教員が参加し、指導者の自己
開発（professional development）と認められる授業の一つを見ていきたい。「development」とい
う言葉が使われているのは、教師は継続的に、知性的に、経験的に、個人的な気持ちや意見を表
出して発展していくもの（Lange，1990）と考えられているからである。日本の短期間で終了し
てしまう「研修」に比べると、developmentというニュアンスは教師を続けながら継続的に長期
にわたって自己錬磨していくことの意味合いを持っている。 
 この授業は将来教員を目指す学生の授業と共通である。授業は、週２回の各３時間、計78時間
で構成されている。13週の間、受講者は授業時に議論するトピックに関連する４～６の文献を事
前に読むことが課せられる。それに加え、個人あるいはグループでの発表、レポートの提出が義
務付けられる。その他に参考文献が数十件挙げられているため、受講生は短時間にかなりの量の
文献を読みこなす必要がある。つまり、現役の教員が講座を聴講することは可能だが、その姿勢
は受動的ではなく、自分が興味を持つトピックを絞り、文献に当たりながら、発表とレポートの
テーマを決定し、各自で研究していかなくてはならない。評価項目は５つに分けられている。１
つ目は、論文、あるいは本の１章分を読み、自身の興味ある内容に焦点を当て、約３ページの短
いペーパーを書くこと（15％）。２つ目は、指導のデモンストレーションを行うこと。その際、
少なくとも１か所に、第二言語を教える上でのコミュニケーション能力を発展させていく内容の
ものを盛り込むこと（15％）。３つ目は、自身が関心ある特別な指導法を選択し、授業計画を立
てること（25％）。４つ目は、自身が選択するテーマに沿って、指導する言語を発展的に考える
ための７～８つの授業計画を立てるもの（35％）である。この際、言語とその意味内容をどのよ
うに教えているのか。生徒たちのグループ活動、授業間の連続性、生徒たちが授業に十分に参加
できるような内容を盛り込むことが必要とされている。最後の５つ目は出席点10点分であるが、
授業回数の15％を越えると単位が与えられない。つまり、13回の授業で、２回欠席すると失格と
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なる。日本の大学のように、授業回数の３分の１以上の欠席で失格（15回の授業のうち、５回の
欠席までは認められる）に比べると、かなり厳しい規定である。このように、受講者の講座にお
ける到達度が明確にされ、各評価項目の合計76％（Ｂ＋）以上が合格という内容である。現職の
教員がこのコースを取るには、勤務後に講座に出席するという時間的に容易ではない条件に加え、
授業ではただ出席して聴講している授業でないことは自明である。しかし、一学期間じっくり時
間をかけ、指導する力をつけていく講座であることは確かである。 
 教員免許状更新講習で実施される外国語活動の関連の一講座６時間の講習、および例外的にあ
った12時間の講習と、ＢＣ州の大学で行われている指導者の自己開発のための授業の総時間78時
間は大きな差である。時間数が多ければ、当然内容の充実が期待される。どれだけの時間が講習
に必要なのかは答えることは不可能だが、少なくとも、１日で、まとめて６時間の授業を行うの
は教える教師側、受講する教師双方大変なことであると推測できる。長期にわたって無理なく参
加できる研修講座が理想的ではないだろうか。教えることだけでなく、学校業務が多い現役の先
生方が、さらに研修講座に参加することは物理的にも肉体的に難しく、厳しいことかもしれない。
しかし、ＡＬＴに頼らず、ＨＲＴが中心で授業を行う利点もあることを次のセクションで述べたい。 
 
５．日本人の担任教員（ＨＲＴ）の利点と校内研修の提案 
 
 前項で、教員免許状更新講習とＢＣ州における教員研修講座の時間数とカリキュラムにつて述
べた。文科省は外国語活動の目標を「外国語を通じて、言語や文化について体験的に理解を深め、
積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に
親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養う。」（文部科学省、2008）と、している。
外国語活動は中学から本格的に学ぶ英語の導入段階と解釈できるが、教員は基本的に小学生に外
国語を教えるための資質、英語力、他国の文化理解が必要だと思われる。バトラー（2006）は、
語学教師の資質を以下のようにまとめている。 
 
（１）言語運用能力ベースの資質（当該言語の知識、言語知識を運用する能力など） 
（２）知識ベースの資質（言語習得理論の知識、言語学の知識、当該言語の社会・文化に関する
知識、生徒に関する知識など） 
（３）指導ベースの資質（指導力、テクノロジーを使うスキル、教室運営能力など） 
（４）個人、対人関係ベースの資質（親しみやすい性格、柔軟性、協調性、ユーモア感覚など） 
 
 この中で、外国語活動の授業を考える時、（３）の項目は先生方が毎日駆使されている資質で、
（４）については、先生方が日々児童と接しながら育まれている資質であろう。 
 アンケートの結果と照らし合わせ、現役の先生方が懸念されていることは上記の（１）と
（２）の項目であろう。 
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 Crandall（2000）は、英語を母国語とすることと教員としての能力が誤解されているという。
つまり、ネイティブ・スピーカーは英語を話すことだけで雇われているのであり、指導のための
準備が十分にできているわけではないと指摘している。ＡＬＴは日本の小学校における指導体制
や外国語活動の位置づけを十分に理解しないまま学校に派遣され、学期の途中で辞めてしまうな
どの問題は様々な小学校の現場で起こっていたことも事実である（黒澤、2012）。このような状
況の中、日本人の教員が英語を指導する利点を挙げている研究者もいる。その利点とは、教員が
児童たちと同じ言語を母語とし、かつ文化背景をお互いに分かち合い、理解できるということ。
さらに、教員が児童にとって、英語の習得に成功したモデルになるという点である（Cook，
2005；Crandall，2000）。またMedgyes（1992）は、指導者（教員）が学習者と同じ母語を話すが
ゆえに、学習者の言語学習における問題などを理解できること、そして学習者に母国語でわかり
やすく指導できる利点を強調している。以上の利点を考慮すると、必ずしも、英語を母国語とす
るＡＬＴが外国語活動を指導する上で適任というわけではないことがわかる。Butler（2004）や
Nunan（2003）は、英語を第二言語として教えるＥＳＬの教師が母国語とする人々のような英語力
は必要ないと言う。ましてや、まだ教科化されていない外国語活動を教える担任の先生にはネイ
ティブ・スピーカーのような英語力まで期待する必要はないだろう。しかし、授業で使用する語
彙や表現は各教員に任せられているのも事実である。今後は、ネイティブ・スピーカーのＡＬＴ
の協力が常に必要な状態から脱することも視野に入れ、ＨＲＴが自信を持って、中心的に指導し
ていくための対策を考えたいものである。 
 教員免許状更新講習における外国語活動に関する授業は、時間数やカリキュラムにおいて十分
な対策にはなりえないと前項で述べた。そして、市区町村や県教育員会、あるいは教育関連企業
が主催する研修講座への参加の機会もかなり限られた状況でもある。では次の方策として、文科
省が提供している資料を使用して、校内研修を定期的に開くことは可能ではないだろうか。文科
省は外国語活動で使用する“Hi, friends!”を基にした授業映像を編集収録したＤＶＤを各校に配
布している（日本英語検定協会、2013年８・９月号）。その内容は、外国語活動が必修になった
翌年の平成22年には「ティーム・ティーチングのあり方や、個々の活動の進め方・指導につい
て」、平成24年には「１単元でどのように授業をつくるか」、平成25年には「“Hi, friends! 2”の
Lesson 7“We are good friends.”を使った授業を収録」（日本英語検定協会、2013年、８・９月号、
p.25）したものである。最新のＤＶＤは、４校におけるオリジナル劇を創りあげていく授業内容
で、計12時間の授業を編集した（文部科学省、n. d. b）ものである。ＤＶＤを参考に、各学校の
クラスに合った内容にアレンジしていくことができることが可能であろう。これらのＤＶＤに加
え、文科省は年間指導計画と学習指導案（文部科学省、n. d. c）を公開しているので、ＨＲＴはそ
れを基に、あるいは参考にして授業を行えるだろう。外国語活動の担当学年の先生方だけでなく、
できるだけ多くの先生方の参加を呼びかけ、各学校の特色ある外国語活動の授業を作り上げてい
くことが理想であろう。校内研修を充実させることは、前項のアンケートで、「現在問題や課題
であると感じること」の一位に挙げられた「ＡＬＴとの連携および打ち合わせ時間」、そして二位
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の「教員（ＨＲＴ、等）の指導力・技術」、三位の「指導内容・方法」の問題解決につながってい
くだろう。外国語活動の授業は、他の授業と同じように、「良い授業の鍵になるのは授業の準備
が十分にできた教員が教える」（Met, 1989, p.176）のが一番大切である。 
 
６．終わりに 
 
 各小学校対象の質問項目で、研修内容で特に必要と思う項目に回答したのは「指導法に関する
こと」が64.1％で最多であった（日本英語検定協会、2013）。現在の授業運営は担任の先生とＡＬＴ
がティーム・ティーチングで行っている場合が多い（日本英語検定協会、2013）が、担任の先生
はＡＬＴの補助の役割をする場合が多く、今後も現状維持の状態が続く可能性は大きい。そのよ
うな状態の中、冒頭で述べたように、文科省では今後小学校４年生以下の児童に対して外国語活
動を行うことについての議論が始まった（日本経済新聞ＷＥＢ刊、2012年）。さらに、政府の教育
再生実行会議は、「外国語活動」を現在の領域科目ではなく、正式に教科にする提言を安倍首相
に提出した（朝日新聞DIGITAL、2013；中日新聞、2013）。今後の議論は長く続くと予想される
が、外国語活動が現在の領域科目から教科になれば、まず指導力を持った教員の確保、そして教
員が英語の指導ができるよう厳しい要求が出されるだろう。何よりも、外国語活動の時間は、中
学から本格的に学ぶ英語への準備段階として、「コミュニケーション能力の素地」（文部科学省、
2008）を養いながら、児童たちが英語を学ぶ興味を持つか否かの重要な時期である。さらに、中
学以降、英語を学ぶことが成功するかを左右する（Butler，2006）大きな責任を担っている時期
と言える。将来に向けて外国語活動の授業の充実や、今後外国語活動の教科化に向けての可能性
を考えると、小学校の教員全員がいつでも参加できる研修機関の充実が急務である。また、校内
研修やその他の機会で、教員一人ひとりのニーズにかなう研修内容の講座の確保が急がれなけれ
ばならない。 
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